
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年第２回 

当別町都市計画審議会（別冊１） 

 

 

 ・当別都市計画用途地域の変更について・・・・・・・・・・・・・・・・・（資料1） 

 ・当別町用途地域新旧対照表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（参考資料1） 

 ・当別町用途地域指定基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（参考資料2） 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当別町都市計画審議会 



 
 

当別町では都市計画マスタープランに基づきコンパクトなまちづくりを進めていますが、令和２年３

月に「立地適正化計画」を策定し、当別駅、太美駅の２つの駅を拠点として周辺の利便性を高める計画

としています。 

 この度、当別駅周辺の利便性を高めるため、都市計画法で規定する用途地域の「準工業地域」の容積

率を２００％から３００％に変更し、商業施設等の生活利便施設、アパート、マンションといった共同

住宅や公共施設の立地を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

商業地域 

準工業地域 

準工業地域 

商業地域 

具 体 例 （※諸条件により面積及び階数は変わりますので、目安として御覧ください） 

都市計画用途地域の変更案について 

日影の範囲 

○Ａ  

○Ｂ  

①現状（容積率２００％） 

②変更後（容積率３００％） 

《Ａの建物（商業地域内）》 

〇敷地面積：１,５００㎡ 

〇１階あたりの面積：３５０㎡ 

〇準工業地域に影響があるため、

日影規制による高さ制限あり 

〇階数：おおよそ４～５階 

《Ａの建物（商業地域内）》 

〇敷地面積：１,５００㎡ 

〇１階あたりの面積：３５０㎡ 

〇日影規制による高さ制限なし 

〇階数：おおよそ１２階 
《Ｂの建物（準工業地域内）》 

〇敷地面積：５００㎡ 

〇１階あたりの面積：３００㎡ 

〇階数：おおよそ５階 

《Ｂの建物（準工業地域内）》 

〇敷地面積：５００㎡ 

〇１階あたりの面積：３００㎡ 

〇階数：おおよそ３階 

○Ａ  

○Ｂ  

Ａ：日影規制による制限の対象外となるため、中高層建築物の立地が可能となる。 

Ｂ：容積率が増えるためより高い建築物の立地が可能となる。 

 
 

※駅周辺の土地の有効活用を図り、生活利便性の向上につながる中高層建築物が立地する環境を

整えるため、容積率の緩和を図ることとしています。 

資料 １ 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商業地域 

建ぺい率 ８０％ 

容積率 ４００％ 

日影規制の対象区域外 

準工業地域 

建ぺい率 ６０％ 

容積率 ２００％ 

日影規制の対象区域 

準工業地域 

建ぺい率 ６０％ 

容積率 ３００％に変更 

日影規制の対象区域外となる 

 

容積率を変更する区域  

当別駅 

当別町役場 

変更箇所図 



 検討経過  

  

令和３年１月 都市計画審議会（第一回）（書面会議） 

令和３年２月 関係住民説明 

令和３年３月 北海道協議（事前協議） 

 令和３年５月 案の縦覧 

 令和３年７月 都市計画審議会（第二回） 

 令和３年７月 北海道協議（予定） 

 令和３年８月 都市計画決定（運用開始）（予定） 

 

 

 用語解説  

 

〇用途地域 ：将来土地利用の方向を踏まえ、建築物の用途の混在、混乱を防止するため、建築物の用

途、容積率、建ぺい率、高さの制限について定めることで、良好な市街地の形成を図る

ための最も基本的な制度。 

 

〇準工業地域：環境悪化のおそれのない工業の業務の利便を図る地域。危険性、環境悪化が大きい工場

の他は、ほとんど建てられる。 

 

〇商業地域 ：商業その他業務の利便の増進を図る地域。住宅や小規模な工場も建てられる。 

 

〇建ぺい率 ：建築物の敷地面積に対する建築面積の割合 

 

〇容積率  ：建築物の敷地面積に対する延床面積の割合 

 

〇日影規制 ：市街地に日照を確保する目的で、中高層建築物が周囲の敷地に影を落とす時間が、用途

地域の種類に応じ一定時間以下となるよう建築物の形態、高さを規制するものである。 

 

 

 

 



 当別都市計画用途地域 新旧対照表    

                          

種  類 
建築物の 

容 積 率 

建築物の

建蔽率 

外壁の後

退距離の

限度 

建築物の

敷地面積

の最低限

度 

建築物

の高さ

の限度 

面   積 

新 

(ha) 

比率 

(％) 

旧 

(ha) 

比率 

(％) 

増減 

(ha) 

第 一 種 
低層住居 
専用地域 
（小 計） 

6/10 以下 
 
 
 

4/10 以下 
 
 
 

1.0ｍ 
 
 
 

- 
 
 

10ｍ 
 
 
 

約117 
 
 

約117 

21.6 
 
 
 

約117 
 
 

約117 

21.6 
 
 
 

0 
 
 
 

第 二 種 
低層住居 
専用地域 
（小 計） 

6/10 以下 
 
 
 

4/10 以下 
 
 
 

1.0ｍ 
 
 
 

- 
 
 

10ｍ 
 
 
 

約5.3 
 
 

約5.3 

1.0 
 
 
 

約5.3 
 
 

約5.3 

1.0 
 
 
 

0 
 
 
 

第一種中 
高層住居 
専用地域 
（小 計） 

15/10 以下 
20/10 以下 

6/10 以下 
6/10 以下 

- 
- 

- 
- 

- 
- 

約54 
約77 
約131 

10.0 
14.2 
24.2 

約54 
約77 
約131 

 
10.0 
14.2 
24.2 

 

0 
 

第二種中 
高層住居 
専用地域 
（小 計） 

20/10 以下 
 
 

6/10 以下 
 
 

- 
 
 

- 
 
 

- 
 
 

約117 
 

約117 

21.6 
 
 

約117 
 

約117 

21.6 
 
 

0 
 
 

第 一 種 
住居地域 
（小 計） 

20/10 以下 
 
 

6/10 以下 
 
 

- 
 
 

- 
 
 

- 
 
 

約87 
 

約87 

16.0 
 
 

約87 
 

約87 

16.0 
 
 

0 
 
 

第 二 種 
住居地域 
（小 計） 

20/10 以下 
 
 

6/10 以下 - 
 
 

- 
 
 

- 
 
 

約4.0 
 

約4.0 

0.7 
 
 

約4.0 
 

約4.0 

0.7 
 
 

0 
 
 

準 住 居 
地  域 
（小 計） 

20/10 以下 
 
 

6/10 以下 - 
 
 

- 
 
 

- 
 
 

約6.6 
 

約6.6 

1.2 
 
 

約6.6 
 

約6.6 

1.2 
 
 

0 
 
 

近隣商業 
地  域 
（小 計） 

30/10 以下 
 
 

8/10 以下 - 
 
 

- 
 
 

- 
 
 

約5.2 
 

約5.2 

1.0 
 
 

約5.2 
 

約5.2 

1.0 
 
 

0 
 
 

商業地域 
 

（小 計） 

40/10 以下 
 
 

8/10 以下 - 
 
 

- 
 
 

- 
 
 

約27 
 

約27 

5.0 
 
 

約27 
 

約27 

5.0 
 
 

0 
 
 

準 工 業 
地  域 
（小 計） 

20/10 以下 
30/10 以下 

 

6/10 以下 
6/10 以下 

 

- 
 

- 
 

- 
 

約38.4 
約3.6 
約42.0 

7.1 
0.6 

 

約42 
 

約42 

7.7 
 
 

-0.6 
+0.6 

 

合  計 

     

約542.1 100 約542.1 100  

 

参考資料 １ 
















